
１１１１　　　　職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 職員職員職員職員のののの採用採用採用採用（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年４４４４月月月月２２２２日日日日～～～～平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日））））

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 職員職員職員職員のののの退職退職退職退職（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中））））

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

　（　（　（　（３３３３） ） ） ） 職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

　　　　　　　　① ① ① ① 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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　　　　　　　　② ② ② ② 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

（注）　全職員の年齢別職員構成である。

　　　　　　　　③ ③ ③ ③ 職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

（単位：人・％）

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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２  ２  ２  ２  職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件のののの状況状況状況状況

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 休暇制度休暇制度休暇制度休暇制度のののの概要概要概要概要

選挙権等の公民権の行使をする場合

災害により滅失等した住居の復旧作業等の場合

組合休暇

６ヶ月の期間内において必要と認める期間（無給）

休憩時間

８時３０分

出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

年次有給休暇

病気休暇

１２時～１３時１７時１５分

親族が死亡した場合

夏季における心身の健康の維持・増進等の場合

終業

３８時間４５分 ７時間４５分

始業

１週間の勤務時間

勤務時間の割振り

１日の勤務時間

７月～９月までの期間内で３日以内

連続する２日以内で必要と認められる期間

一の年において５日の範囲内の期間

結婚の日の５日前の日から結婚の日後１月を経過する

日までの期間における連続する５日の範囲内の期間

８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１６週間）以内に出

産する予定である女子職員が出産の暇での申し出た期

間

１日

妻の出産に係る入院等の日から当該出産の日後２週間

を経過する日までの期間における２日の範囲内の期間

生後１年を経過するまで１日２回それぞれ３０分以内の期

間（男子職員にあっては、それぞれ３０分から配偶者が

取得している時間を差し引いた時間）

必要と認められる期間ドナーとなる場合

ボランティア活動に参加する場合

保育時間の場合

災害時に退勤途上の身体の危険を回避する場合

特

別

休

暇

要介護者の短期の介護その他の世話をする場合

災害・交通機関の事故等により出勤が著しく困難な場合

裁判員等として官公署へ出頭する場合

子の看護をする場合

父母を追悼する場合

１日～７日

休暇の種類

１暦年において２０日以内（無給）

介護休暇

産後の場合

産前の場合

必要と認める期間

必要と認められる期間

妻の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあっては１

４週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日
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中学校就学前に達するまで一の年において５日（子が２
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育児参加をする場合

連続する７日以内

必要と認める期間

１暦年において５日（要介護者が２人以上の場合は１０

日）以内

生理日の就業が著しく困難な場合

妻が出産する場合
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期間
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負傷又は疾病があり、その療養のために勤務しないこと

がやむを得ないと認められる期間（９０日以内、結核は１

年以内）

必要と認められる期間
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　（　（　（　（３３３３） ） ） ） 年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇のののの取得状況取得状況取得状況取得状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年中年中年中年中））））

日 日 人 日 ％

※　全対象職員は、一般職員のうち年の中途に採用や退職した者、育児休業

　及び派遣職員等を除く。

　（　（　（　（４４４４） ） ） ） 介護休暇介護休暇介護休暇介護休暇のののの取得状況取得状況取得状況取得状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年中年中年中年中））））

人

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中））））

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 分限処分分限処分分限処分分限処分のののの状況状況状況状況

人 人 人 人 人

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況

人 人 人 人 人

４４４４　　　　職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況

　（　（　（　（１１１１））））服務服務服務服務にににに関関関関するするするする基本原則基本原則基本原則基本原則

  地方公務員には、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力を挙げて職務に専念しなければなら

ない根本基準のほか、次のような義務が定められている。

  ① 法令及び上司の職務上の命令に従う義務

  ② 信用失墜行為の禁止

  ③ 秘密を守る義務

  ④ 職務に専念する義務

  ⑤ 政治的行為の禁止

  ⑥ 争議行為等の禁止

  ⑦ 営利企業等の従事制限

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 営利企業等営利企業等営利企業等営利企業等のののの従事許可従事許可従事許可従事許可のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中））））

件 件

降級

申請件数 許可件数

5

00 0

5

休職 免職

1

2222,826.8

取得者数

0

0

降任

停職 免職

0

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率

戒告 減給

8,803 12.7 32.1

0

0

0

計

1

計
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５ ５ ５ ５ 職員職員職員職員のののの研修研修研修研修のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中実施年度中実施年度中実施年度中実施））））

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 派遣派遣派遣派遣によるによるによるによる職員職員職員職員のののの能力開発能力開発能力開発能力開発

人

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 全職員全職員全職員全職員をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした職員研修職員研修職員研修職員研修

人

人

６ ６ ６ ６ 職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中実施年度中実施年度中実施年度中実施））））

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 安全衛生委員会安全衛生委員会安全衛生委員会安全衛生委員会

人

人

人

人

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 職員職員職員職員のののの職場健診職場健診職場健診職場健診のののの状況状況状況状況

人

人

　（　（　（　（３３３３） ） ） ） 公務災害等公務災害等公務災害等公務災害等のののの発生状況発生状況発生状況発生状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中））））

件

件

　（　（　（　（４４４４） ） ） ） 育児休業及育児休業及育児休業及育児休業及びびびび部分休業部分休業部分休業部分休業のののの取得状況取得状況取得状況取得状況

① ① ① ① 取得者取得者取得者取得者（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中））））

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

※　上段は平成２３年度に新たに取得した者、下段は２２年度から２３年度に

   かけて引き続き取得した者の数

② ② ② ② 承認期間承認期間承認期間承認期間（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中新年度中新年度中新年度中新たにたにたにたに育児休業育児休業育児休業育児休業をををを取得取得取得取得したしたしたした職員職員職員職員））））

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

1

メンタルヘルスアンケート調査

健診場所

全職員

平成24年1月25日 157 研修「ハラスメント防止等研修」

0

14

平成24年2月2日

平成23年12月5日

東日本大震災被災地人的支援

派遣名

受診者数

宮城県東松島市及び南三陸町

メンタルヘルス研修について、節電対策について

0

0

7

９月超

１年以下

１年超

開催日

人事評価制度

派遣先派遣人数

育児休業等取得者

健診種別

職場健診

人間ドック（共済組合）

0

6

0

6

0

0 0

0

人

0 5

公立多良木病院「コスモ」

各健診機関

通勤災害

自己の職務遂行中の負傷

参加人数

0

0

種類 発生件数

公務災害

2

６月超

９月以下

1

2

６月以下

0

0

0

部分休業

育児

短時間勤

務

事案の概要

3

人

左欄のうち

参加人数

平成23年11月25日

２３年度中に新たに

取得可能となった職員数

男性職員

女性職員

0男性職員

主な議題

開催日

研修「職場のメンタルヘルス」

接遇 168 平成23年10月14日 全職員

女性職員

0

人

人

204

平成24年2月24日 87

0

0

育児休業

14

合計

平成23年10月4日～平成23年10月6日 全職員

研修名 研修対象

実施日

平成23年4月5日（新規採用）

平成23年5月17日から平成24年2月15日まで

平成23年度中

職場環境改善への取組みについて11

3

117

111

5



７７７７　　　　職員職員職員職員のののの競争試験及競争試験及競争試験及競争試験及びびびび選考選考選考選考のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中））））

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 職員採用試験職員採用試験職員採用試験職員採用試験のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 職員採用選考職員採用選考職員採用選考職員採用選考のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

無

　（　（　（　（３３３３） ） ） ） 職員昇任選考職員昇任選考職員昇任選考職員昇任選考のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

人 人 人 人 人 人

８８８８　　　　公平委員会事務公平委員会事務公平委員会事務公平委員会事務をををを委託委託委託委託しているしているしているしている熊本県人事委員会熊本県人事委員会熊本県人事委員会熊本県人事委員会からのからのからのからの報告事項報告事項報告事項報告事項について(について(について(について(平成平成平成平成２３２３２３２３年度中年度中年度中年度中））））

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 不利益処分不利益処分不利益処分不利益処分についてのについてのについてのについての不服申立不服申立不服申立不服申立のののの審査状況審査状況審査状況審査状況

該当なし（平成２４年５月１０日付け人委第６４号により報告）

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件にににに関関関関するするするする措置要求措置要求措置要求措置要求のののの審査状況審査状況審査状況審査状況

該当なし（同上）

一般事務

（高卒程度）

参事

58

課長級 課長補佐審議員 主幹

0 0 0 13

職種

あさぎり町

試験地

平成23年9月18日

(平成23年10月3日)

申込受付期間

　　  ～   8月12日

試験日

(合格発表日)

公告日

第1次

第2次

(平成23年10月18日)

あさぎり町

平成23年10月15日

平成23年6月21日

平成23年7月25日

合計
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９９９９　　　　職員職員職員職員のののの給与給与給与給与のののの状況状況状況状況

　（　（　（　（１１１１） ） ） ） 総括総括総括総括

　  　  　  　  ① ① ① ① 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（参考）

　 　 　 　 ② ② ② ② 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

Ｂ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２  職員数は、平成２３年４月１日現在の人数である。

　 　 　 　 ③ ③ ③ ③ 特記事項特記事項特記事項特記事項

　平成１５年４月１日付け廃置分合（合併）

　 　 　 　 ④ ラスパイレス④ ラスパイレス④ ラスパイレス④ ラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

  （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　　給与水準を示す指数である。

  　　　２  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数

　　　　　を単純平均したものである。

　（　（　（　（２２２２） ） ） ） 一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（単位 ： 円）

住民基本台帳人口

16,850

320,600

期末・勤勉手当

千円

２３年度

135,600

区分

Ａ 給　 料

職員数

　　　　（２３年度末）

区分

２３年度

１級

75,766 285,042

1,953,03011,807,344 446,542

２級

歳出額　

人

5,790

16.5

千円千円

給与費Ｂ／Ａ計職員手当

千円 千円

261,900

1,152,240

　　　　　　Ａ

791,432

　　　　　　Ｂ

　　　　　　　千円 　　　　　千円

人件費

388,300 400,600 422,600

185,800 222,900

給与費

　　　　　千円 　　　　　　％

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

実質収支

最高号給の

給料月額

243,700 307,800 354,700

１号給の

給料月額

一人当たり

289,200

　　　　　　％

２２年度の人件費率

14.4

人件費率

人

３級 ４級 ５級

199

６級

（H18）

91.2

（H18）

94.8

（H18）

93.5

（Ｈ23）

94.2

（Ｈ23）

94.7

（Ｈ23）

95.3

90

95

100

105

あさぎり町 類似団体平均 全国町村平均
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　（　（　（　（３３３３） ） ） ） 職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

　　　　　　　　① ① ① ① 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　ア ア ア ア 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職

歳 円 円

　　　　イ イ イ イ 技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職

歳 円 円

　　　　　　　　② ② ② ② 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円

円 円

円 円

円 円

　　　　　　　　③③③③職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区　　　         分

310,32742.0

経験年数１５年

         －

　    　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域

          手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したもの

　　　　　であり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの

　　　　　である。

平均給与月額

140,100

区　　分

140,100

平均年齢

         －

高 校 卒

技能労務職

区    分

平均給料月額

あさぎり町

343,129

高 校 卒

             －中 学 卒

区　　　分

一般行政職

大 学 卒

高 校 卒

172,200

（注）　１　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごと

　　　　　の職員の基本給の平均である。

172,200

平均給料月額 平均給与月額

255,250

大 学 卒

高 校 卒 205,400

             －

技能労務職

一般行政職

             －             －

平均年齢

経験年数１０年

中 学 卒 129,200

137,200

309,900 324,219

あさぎり町

48.2

             －

あさぎり町

             －

経験年数２０年　　　

国

             －

294,227

             －

             －
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　（　（　（　（４４４４） ） ） ） 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

　　　　　　　　① ① ① ① 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　あさぎり町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　　　　　　② ② ② ② 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

　   昇給への勤務成績の反映なし

６　　級

１　　級

％

３　　級

構成比職員数標準的な職務内容

高度な知識経験を必要とする業務を行う主事、技

師の職務

％

6.1

人

43

相当の経験を有する課長、室長、局長、審議員、

支所長の職務及び課長補佐の職務(６級に掲げる

職務を除く。）

人

区　　分

２　　級

主事、技師の職務

10

3

人

人

人

88

参事の職務

12.1

人

％

1

％
総務課長の職務及びその職務内容等がこれと同

程度のものとして町長が規則で定める職務

0.6

％

26.1

５　　級

４　　級

20

％

1.8

53.3

課長、室長、局長、審議員、支所長及び課長補佐

の職務(５級及び６級に掲げる職務を除く。）並びに

主幹の職務

１級 6.1% １級 4.1% １級 2.1%

２級 1.8%

２級 1.8% ２級 10.3%

３級 53.3%

３級 53.5%

３級 44.8%

４級 26.1% ４級 28.2%

４級 25.8%

５級 12.1% ５級 11.2%

５級 14.9%

６級 0.6% ６級 1.2% ６級 2.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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　（　（　（　（５５５５） ） ） ） 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

　　　　　　　　① ① ① ① 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円　

（平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（　－　） 月分 （　－　） 月分 （1.45　）月分 （0.65） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～10％ 役職加算 5～20％

管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　　　　　　② ② ② ② 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

勤続２０年 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置

2％～20％加算 2％～20％加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に退職した全職種に係る職員に支給された

　 　平均額である。

　　　　　　　　③ ③ ③ ③ 地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

千円

％ 人 ％

　　　　　　　　④ ④ ④ ④ 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

59.28

国

59.28

33.50

23.50

月分

41.34

47.50 59.28

1.35

41.34

手当の種類（手当数） ２種類　

25,06318,257

支給実績（平成２３年度決算）

支給対象地域

640

0

国の制度（支給率）

月額5,000円

支給率

1,366

－

2.6 1.35

１人当たり平均支給額（平成２３年度）

30.55

47.50 59.28月分

月分33.50

23.50 月分

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

主な支給対象職員

救護施設しらがね寮勤務手当

10福岡市

救護施設における介護業

務に従事したとき

10

5.1

左記職員に対する支給単価

感染症又は家畜伝染病の

防疫に従事したとき

手当の名称

感染症等防疫作業手当

0

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２３年度）

59.28

国あさぎり町

日額500円

30.55

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

0

59.28

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

支給実績（平成２３年度決算）

主な支給対象業務

58,182

支給対象職員数

2.6

救護施設に勤務する職員

感染症又は家畜伝染病の防疫

に従事する職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

あさぎり町(団体平均）
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　　　　　　　　⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　　　　　　　　⑥ その⑥ その⑥ その⑥ その他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

円

円

住居手当

宿日直手当

宿直勤務又は日直勤務を命じ

られた職員に対し、4,200円を支

給。ただし、救護施設における

宿日直勤務については、6,300

円を支給

救護施設

における支

給額

4,717

267,825

－ 8,652

9,642

・交通用具を利用している職員

に対して、距離に応じ2,000円か

ら24,500円を支給

・交通機関を利用する職員に対

し、55,000円を限度として支給

管理職にある職員に対し定額を

支給。総務課長41,000円、課

長・局長34,000円、審議員

25,000円、課長補佐21,000円

一部異なる

同

管理職手当

単身赴任手当

扶養手当

手　当　名

国の制度

－

千円

同 32,045

千円

扶養親族のある職員に対し支

給

・配偶者　13,000円

・配偶者以外  6,500円

　（配偶者がいない場合の

　 第1順位　11,000円）

　（15歳～22歳の子には

　 5,000円の加算）

千円

平均支給年額

（平成２３年度決算）

（平成２３年度決算）

225,665－

17,484

国の制度と

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

支給実績（平成２２年度決算）

通勤手当

千円

との異同

異動に伴い転居し、やむを得ず

同居していた配偶者と別居し、

単身で生活する職員に対し

23,000円を基本額とし距離に応

じ6,000円から45,000円を加算し

て支給

同

同 346,080

6,275

千円

36,063

0

千円

31,236

支給職員１人当たり支給実績

支給実績（平成２３年度決算）

121

21,823

－

内容及び支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

異なる内容

97

居住するために借り受けている

職員に対し、家賃に応じた額支

給

（上限27,000円）

0

－

同
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  （  （  （  （６６６６） ） ） ） 特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

月分

月分

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）              

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

(注）　町長及び副町長の給料は、平成２３年４月２７日改定後の額である    

2.6

261,000

副 町 長

給

料

給 料 月 額 等区 分

237,000

（支給時期）

　　（平成２３年度支給割合）

2.6

787,000円×在職年数×500/100 任期毎

787,000

議 長

605,000円×在職年数×290/100

（参考）類似団体における最高／最低額

15,740,000円町 長

期

末

手

当

(１期の手当額）

副 町 長

議 長

退

職

手

当

　　（算定方式）

副 議 長

　　（平成２３年度支給割合）

町 長

副 議 長

議 員

町 長

316,000

605,000

7,018,000円

報

酬

847,000 円／

280,000 円／

副 町 長 任期毎

円／ 546,000

250,000 円／ 190,000

340,000 円／ 256,000

210,000

639,000

679,000
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　（　（　（　（７７７７） ） ） ） 公営企業公営企業公営企業公営企業（（（（水道事業水道事業水道事業水道事業））））職員職員職員職員のののの状況状況状況状況

　　　　　　　　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

　　　　アアアア　　　　決算決算決算決算

平成

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２  職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。

　　　　イ イ イ イ 特記事項特記事項特記事項特記事項

　　平成１５年４月１日付け廃置分合（合併）

　　　　　　　　② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末勤勉手当等を含む。  

　　　　　　　　③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

　　　　ア ア ア ア 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円　

（平成２２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

（　－　） 月分 （　－　） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～10％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

62,864

千円　

職員給与費比率

総費用に占める職員

区分

7,566

実質収支

　　　　千円

Ａ  

２３年度

職員手当

総費用

給与費

Ｂ　 める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

２２年度の総費用に占

1.352.6

区　　分

千円平成 千円

平　均　年　齢

あさぎり町（水道事業）

1,394

１人当たり平均支給額（平成２３年度）

純損益又は

19,881

336,912

基本給

あさぎり町(水道事業）

２３年度 11,700

一人当たり給与費

区分

16,688

計　　Ｂ

千円

31.6

％

（参考）

職員数

給　 料　　　　　Ａ

3

平均月収額

千円

806

Ｂ／Ａ

465,736

％　千円　

29.0

期末・勤勉手当

給与費

4,182

千円

5,563

43.6
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　　　　イ イ イ イ 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置

2％～20％加算

（退職時特別昇給　　　　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２３年度に

     退職した職員に支給された平均額である。

　　　　ウ ウ ウ ウ 地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

   円

％ 人 ％

　　　　エ エ エ エ 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

　　　　オ オ オ オ 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

10

一般行政職の制度（支給率）支給対象地域

10

－ －

0

支給対象職員数

0

0

支給実績（平成２３年度決算）

支給率

47.50 59.28

59.28

あさぎり町（水道事業）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

33.50

23.50

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

手当の名称 主な支給対象職員

１種類

福岡市

41.34

感染症等防疫作業手当

感染症又は家畜伝染病の防疫

に従事する職員

感染症又は家畜伝染病

の防疫に従事したとき

日額500円

30.55

支給実績（平成２３年度決算） 128

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２３年度） 0

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

50

18

151

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

支給実績（平成２２年度決算）

支給実績（平成２３年度決算） 0

手当の種類（手当数）
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　　　　カ そのカ そのカ そのカ その他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

平均支給年額

国の制度

内容及び支給単価 との異同

支給実績

扶養手当

扶養親族のある職員に対し支

給

・配偶者　13,000円

・配偶者以外  6,500円

　（配偶者がいない場合の

　 第1順位　11,000円）

　（15歳～22歳の子には

　 5,000円の加算）

同 －

管理職手当 千円

0

通勤手当

・交通用具を利用している職員

に対して、距離に応じ2,000円か

ら24,500円を支給

・交通機関を利用する職員に対

し、５５，０００円を限度として支

給

同

住居手当 － 千円

408,000

24,00048

（平成２３年度決算）

312 156,000

千円

手　当　名

408

管理職の職にある職員に対し

定額を支給。総務課長41,000

円、課長・局長34,000円、審議

員25,000円、課長補佐21,000

円

同 －

0

居住するために借り受けている

職員に対し、家賃に応じた額支

給

（上限27,000円）

同

－

千円

異なる内容（平成２３年度決算）

国の制度と 支給職員１人当たり
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